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登録番号 登録を受けた者の氏名
又は名称及び住所 試験所の名称及び所在地 試 験 方 法 の 区 分

（限定内容は省略）

070245ＪＰ 財団法人日本品質保証
機構
東京都千代田区丸の内
二丁目５番２号

財団法人日本品質保証機
構 九州試験所
福岡県久留米市宮ノ陣三
丁目２番33号

骨材試験
金属材料引張試験
金属材料曲げ試験
石灰・セメント・ガラス化
学分析試験

100297ＪＰ 株式会社ピース
大阪府堺市堺区山本町
二丁71番地１

株式会社ピース 材料試
験部
大阪府門真市大字三ツ島
708番の１

コンクリート・セメント等
無機系材料強度試験

100298ＪＰ 財団法人日本化学繊維
検査協会
東京都中央区日本橋本
石町四丁目４番20号

財団法人日本化学繊維検
査協会 大阪事業所神戸
ラボラトリー
兵庫県神戸市中央区元町
通六丁目１番８号

耐光・汗耐光・耐候堅ろう
度試験
洗濯・ドライクリーニン
グ・塩素処理水堅ろう度試
験
汗・水・海水・昇華堅ろう
度試験
摩擦堅ろう度試験
繊維引張強さ試験
寸法変化試験
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平成２１年（再イ）第９３号
神奈川県厚木市温水西２丁目19番28号
再生債務者 小山 準
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成22年６月４日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成22年６月７日
横浜地方裁判所小田原支部民事部再生係

平成２２年（再イ）第２４号
愛知県碧南市塩浜町５丁目２番地１ スペク
トル碧南605号
再生債務者 清水美輝雄
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成22年６月４日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成22年６月７日

名古屋地方裁判所岡崎支部
平成２２年（再イ）第１４号
三重県四日市市小林町3008番地39

再生債務者 岩崎 巧
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成22年６月４日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成22年６月７日 津地方裁判所四日市支部
平成２２年（再イ）第３号
島根県大田市大田町大田ロ1107番地５
再生債務者 プリワークスこと 杉原 美弦
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成22年６月４日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成22年６月７日

松江地方裁判所出雲支部民事部
平成２２年（再イ）第１号
山口県岩国市平田６丁目54番３`406号
再生債務者 小倉 美和

１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成22年６月４日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成22年６月７日 山口地方裁判所岩国支部
平成２２年（再イ）第６号
山口県山陽小野田市大字山川795番地８ピュ
アガーデンＭ203号
再生債務者 手嶋 正治
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成22年６月４日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成22年６月７日 山口地方裁判所宇部支部
平成２１年（再イ）第５５号
香川県高松市東山崎町1355番地12

再生債務者 白井 裕之
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成22年６月４日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成22年６月７日

高松地方裁判所破産・再生係
平成２１年（再イ）第２５３号
北九州市小倉南区G原本町４丁目３番４`
501号
再生債務者 初田 新吾
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成22年６月４日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成22年６月７日

福岡地方裁判所小倉支部第１民事部
平成２２年（再イ）第１２号
北九州市八幡西区船越１丁目12番１号
再生債務者 沼 健仁
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成22年６月４日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成22年６月７日

福岡地方裁判所小倉支部第１民事部

工業標準化法第57条の規定に基づく登録の公告

〇独立行政法人製品評価技術基盤機構公告第 237号
工業標準化法（昭和24年法律第185号）第57条第１項の規定に基づき、次に掲げる試験事業者を登

録したので、同法第68条第６号の規定に基づき公告する。
平成 22年６月 18日 独立行政法人製品評価技術基盤機構 理事長 安井 至

独立行政法人都市再生機構公告

独立行政法人都市再生機構埼玉地域支社公告第３
号
平成22年７月25日に執行する越谷都市計画事業
越谷レイクタウン特定土地区画整理審議会委員選
挙の選挙人名簿を縦覧に供したが、縦覧に供した
選挙人名簿に異議の申出がなかったので、土地区
画整理法施行令（昭和30年政令第47号）第22条第
１項の規定に基づき、公告する。
また、この選挙において選挙すべき委員の数及
び予備委員の数を下記のとおり定めたので、同条
第４項の規定に基づき、公告する。
平成 22年６月 18日
独立行政法人都市再生機構埼玉地域支社

地域支社長 伊藤 節治
記

１ 宅地の所有者が選挙すべき委員の数 15人
２ 宅地について借地権を有する者が選挙すべき
委員の数 １人

３ 宅地の所有者が選挙すべき委員の予備委員の
数 ７人
４ 宅地について借地権を有する者が選挙すべき
委員の予備委員の数 １人

独立行政法人都市再生機構公告

独立行政法人都市再生機構東京都心支社公告第２
号
都市再開発法第83条第１項に基づく公告
東京都市計画東池袋四丁目第２地区第一種市街
地再開発事業に係る権利変換計画の変更計画の縦
覧につきまして、都市再開発法（昭和44年法律第
38号）第83条第５項において準用する同条第１項
の規定に基づき、下記により権利変換計画の変更
計画を縦覧に供しますので、公告します。
平成 22年６月 18日
独立行政法人都市再生機構東京都心支社

支社長 廣兼 周一Ÿ
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